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丸洋建設株式会社 2025 年 2 ⽉ 28 ⽇ 

 

サステナビリティ・リンク・ローン サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト︓新井 真美 

 

格付投資情報センター（R&I）は丸洋建設のサステナビリティ・リンク・ローン（貸付人：大垣共立銀行）が、以下の

原則に適合していることを確認した。 

 

 

 

 

 

■KPI 

KPI：GHG 排出量（Scope1+2）の削減率 

■SPTs 

2030 年までに GHG 排出量を 2021 年比 37.8%削減 

＜年次 SPTs＞ 

年 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

SPTs ▲16.8% ▲21.0% ▲25.2% ▲29.4% ▲33.6% ▲37.8% 

 

 

  

サステナビリティ・リンク・ローン原則（2023、LMA 等） 

サステナビリティ・リンク・ローンガイドライン（2024、環境省） 
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1. 資金調達者の概要 

 愛知県西尾市に本社を置く 1955 年創業の総合建設業者。経営理念として「社業を通して人に笑顔になっ

てもらえる価値を創造し社会に貢献する」を掲げる。土木工事および建築工事を幅広く手掛けるほか、2022

年からは宅地の開発・造成を軸とした不動産販売事業も展開している。 

 祖業である土木工事業においては、国土交通省・愛知県・西尾市など官公庁を主要取引先とする。創業以

来 70 年にわたって培った技術力・ノウハウを生かし、多様なインフラ整備に携わっている。建築工事業に関し

ては、西尾市の公共施設のほか、製造業をはじめとする地元中小企業や金融機関などの社屋・事業所の建

設を多く受注している。設計から建築、メンテナンスまで一貫して対応できる体制を構築し、顧客に寄り添った

サービスを提供する。また、営業ノウハウを持った施工管理技士も在籍しており、顧客のニーズを的確に捉え

た提案ができることも強みの 1 つとしている。これまでに築いてきた事業基盤を背景に、新規事業である不動

産販売においてもさらなる販路拡大に注力する。 

 2021 年に策定した SDGs 宣言の下、持続可能な社会への貢献と自社の成長の両立を図る。「雇用」「職場

環境の整備」「地域とパートナーシップ」「環境対策」の 4 つの観点から具体的な取り組みを進めている。従業

員のスキルアップを支援するための制度設計や適材適所の人材配置に注力し、一人ひとりが能力を最大限

発揮できる職場づくりを目指している。2022 年には、環境対策の中でも特にカーボンニュートラル実現に向け

た取り組みに注力すべく中小企業版 SBT の認証を取得した。全社的な意識醸成を図りながら排出量削減施

策を着実に推進し、地域の脱炭素化を牽引していく。 

＜丸洋建設 SDGs 宣言＞ 

 
[出所：丸洋建設ウェブサイト] 
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2. KPI の選定 

KPI は資金調達者のビジネス全体にとって関連性があり、中核的かつ重要で高い戦略的意義を持つ。KPI の選

定は適切である。 

(1) KPI の概要 

 KPI：GHG 排出量削減率（Scope1+2） 

＜定義＞ 

 GHG プロトコルに基づき算定した Scope1 および Scope2 の排出量合計をもとに、2021 年の排出実績と比較

した削減率を算出する。 

 GHG 排出量の算定期間は毎期 1 月～12 月とする。 

 

(2) KPI の重要性 

 GHG 排出量の削減は、丸洋建設が SDGs 宣言で掲げる 4 項目のうち「環境対策」に基づくものである。地元

を中心に社会インフラ整備を担う企業として、環境面に配慮した事業活動を推進している。中でも気候変動

問題は世界全体で取り組むべき喫緊の課題であり、丸洋建設としてもカーボンニュートラルの実現に向けた

取り組みの重要性を認識している。明確な GHG 排出量の削減目標を掲げて具体的な施策を進めることで、

地域企業の取り組みを牽引していくことを目指す。 

 KPI の進捗は総務部が管理し、経営陣へ年次で報告する。進捗や取り組み状況を踏まえた対応策を経営

陣・総務部で協議し、会社全体での実践を促すことで目標達成を目指す体制となっている。 

 KPI は、丸洋建設の事業活動全体と関連する指標であり、脱炭素社会の実現への貢献と企業価値向上を図

る上で重要な位置付けにある。 

 なお、丸洋建設は Scope3 の削減の必要性についても認識しており、その算定・削減に取り組んでいくことを

SBT の認証取得時にコミットしている。 

 Scope3 は、使用する建築資材や協

力会社による施工、廃棄物、引き渡

し後の建物の運用などに起因する排

出が大きな割合を占める見込み。

2026 年頃を目途に Scope3 を算定

する予定としており、必要となるデータ

や情報の洗い出しをはじめ、着実に準

備を進めていく。Scope3 の把握にあ

たっては、貸付人も伴走支援していく

方針である。 

 現時点では Scope3 排出量の削減目

標設定は困難ながら、排出量の算定

に向けた取り組みを進めていることを

確認した。本 SLL における KPI 選定は

妥当であると R&I は判断した。      
[出所：丸洋建設プレスリリース] 



セカンドオピニオン 

 

 4/7 

3. SPTs の設定 

SPTs は野心的であり、必要な情報が開示されている。SPTs の設定は適切である。 

(1) SPTs の概要 

 SPTs は、2030 年までに GHG 排出量を 2021 年比 37.8%削減することである。 

 上記目標に基づき、年次 SPTs を以下の通り設定する。 

 基準 SPTs 

年 2021 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

排出量 
（t-CO2） 270.0 224.6 213.3 202.0 190.6 179.3 167.9 

2021 年比 
削減率 - ▲16.8% ▲21.0% ▲25.2% ▲29.4% ▲33.6% ▲37.8% 

 

(2) SPTs の野心性 

① 資金調達者自身の長期的なパフォーマンスとの対比 

 基準年である 2021 年以降の GHG 排出量の

推移は右表の通り。2022 年は工事の受注量

が前期と比べ減少したことから排出量も大幅

減となったが、2023 年には受注量回復に伴い

排出量は 2021 年の実績値を超えて増加に転

じている。 

 丸洋建設の排出源としてはガソリン車両が最も多く、次いで軽油を燃料とする建設機械となっており、Scope1

の排出量が多い。ガソリン車両は営業活動のほか、従業員の施工現場への移動手段としても使用している。

愛知県内全域が事業エリアのため施工現場は遠方となる場合もあり、日々多くの従業員が車両を利用する。 

 Scope2 については、その約半分を施工現場での電力消費が占めている。主に仮設電力の使用によるものな

がら、契約期間が短期となることから再エネ導入は実務上現実的ではなく、この部分の排出削減の難易度は

高い。残る半分は本社での電力使用である。2024 年に本社照明の LED 化を完了しているが、さらなる削減

のためには省エネにとどまらない追加的な取り組みが必要となる。 

 上記の通り、移動を含めた施工現場由来の排出が大宗を占めており、工事受注量に連動して GHG 排出量も

変動する構図である。丸洋建設としては今後も受注量増加を目指す事業計画を立てている。積極的な受注

を継続しながら排出量を毎期着実に削減していくことは容易ではない。SPTs は従来通りの取り組みでは達成

できない目標水準といえる。 

② 科学的根拠、国・地域・国際目標との対比 

 SPTs は年 4.2%ずつ排出量を削減する目標であり、1.5℃水準として SBT の認定を取得している。SPTs は、

パリ協定が求める水準と整合した野心的な目標といえる。 

年 2021 2022 2023 

排出量 
（t-CO2） 270.0 240.7 306.1 

2021 年比 
削減率 - ▲10.9% +13.4% 
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(3) SPTs の達成手段 

 最大の排出源であるガソリン車両については、順次 HEV・PHEV・EV へ切り替える。毎年着実に導入を進める

とともに、引き続き従業員へエコドライブの意識づけを徹底することで排出量削減を図る。 

 建機の軽油については、代替燃料としてバイオディーゼル燃料の利用を検討していく。コスト負担とのバランス

を勘案し、対象工事や工期を限定しながら段階的に導入していく方針である。中長期的には電動建機の活

用も視野に入れる。 

 本社の消費電力については、これまでに照明の LED 化を完了させるなど省エネ施策を進めてきた。今後は

本社屋根や駐車場を活用して太陽光発電設備を導入し、再エネの利用による排出削減を目指す。施工現

場で使用する電力については直接の再エネ導入は困難なため、非化石証書の活用などを検討していく。 

＜SDGs への貢献＞ 

 SPTs 達成に向けた丸洋建設の取り組みは、以下の SDGs に貢献すると考えられる。 

SDGs ターゲット 

 

7.2  2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再⽣可能エネルギーの割合を⼤幅に

拡⼤させる。 

 

13.1 全ての国々において、気候関連災害や⾃然災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適応

の能⼒を強化する。 

  

4. ローンの特性 

調達条件は SPTs の達成状況と連動し、目標達成に向けたインセンティブとして機能する。ローンの特性は適切

である。 

 SPTs を達成した場合に適用金利を引き下げる設計としている。未達の場合は、当初の基準金利を適用する。 

 金利引き下げ時の適用スプレッドは、他の一般的なサステナビリティ・リンク・ローンと同程度の水準としており、

丸洋建設の SPTs 達成に向けたインセンティブとして機能するよう設定されている。 

 本 SLL の融資期間は 7 年間であり、SPTs の達成状況に関する判定基準日を確認し、調達期間にわたって

インセンティブが働く設計になっていると R&I は判断した。 
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5. レポーティング 

SPTs の達成状況に関する最新情報を開示する。レポーティングは適切である。 

 丸洋建設は、SPTs の達成状況を確認できる書面を年に一度貸付人へ提出する。 

 貸付人への報告に加え、毎年の KPI の実績値を丸洋建設のウェブサイトで開示する。 

6. 検証 

KPI の SPTs に対するパフォーマンスレベルについて独立した外部機関による検証を受ける。検証は適切である。 

 丸洋建設は、各年の KPI の実績値について独立した第三者による検証を受ける。 

 検証結果は貸付人に報告するとともにウェブサイトで開示する。 

 

        以 上
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